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地域産業保健事業の運営について

地域産業保健事業(以下、 「本事業」としづ。)については、平成 23年 2月 3

日付け基発第 0203第 1号 rr地域産業保健事業委託要綱」等の改正について」のと

おり事業内容等が見直されたところである。ついては、平成23年度以降の事業運営

の細部事項については下記によることとしたので、内容を確認の上、受託(候補)

者に周知を行い、その円滑な運営に配意されたい。

なお、平成 22年 2月 26日付け基安労発第0226第2号 「地域産業保健センタ一事

業の運営について」及び平成20年 3月 14日付け基安労発第 0314001号「地域産業

保健センターにおける面接指導の相談窓口における運用について」は本通達をもっ

て廃止する。

記

1 事業概要

本事業の内容は以下のとおりとする。

(1)健康診断後の対応等(以下、 「特定健康相談」という。)

ア 健康診断結果に基づく医師の意見聴取への対応(以下、 「意見聴取への対

応」という。)

イ 脳・心臓疾患のリスクが高い労働者に対する保健指導(以下、 「保健指導」

という。)

ウ メンタルヘルス不調の労働者に対する相談・指導(以下、 「メンタル相談」



とし、う。)

(2 )長時間労働者に対する面接指導(以下、 「面接指導Jという。)

(3 )地域産業保健事業運営協議会(以下、 「協議会」という。)の設置及び運営

2 本事業の担当区域等

( 1 )担当区域

都道府県全域を担当区域とする。

なお、本事業を円滑に推進するため、地域の実情に応じ、担当区域内に圏域

を設定するものとする。圏域の設定にあたっては、産業事情、産業保健活動の

実情、医療機関の整備状況、行政管轄医域及び地域職域連携推進協議会の設置

状況等を勘案し、木事業が最も効果的、効率的に実施されるよう設定するもの

とする。

(2 )名称

実施機関の名称として、 100県(都、道、府)地域産業保健センター」の

名称を用いるものとする。また、(1)の圏域ごとに、主な対象地域を示す 10

0県(都、道、府)000地域産業保健センターJ等と称することもできるも

のとする。

3 本事業の業務従事者

(1)特定健康相談及び面接指導

ア 意見聴取べの対応については、安衛法第 13条第2項に規定された、労働者

の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識について一定の要件を備え

た医師(以下、 「産業医」という。)が実施すること。

イ 保健指導については、産業医のほか、産業医が保健師による保健指導が必

要と判断した者に対し、労働衛生に関する知見を有する保健師が実施するこ

とができるものであること。

なお、保健師については積極的にその活用を図ること。

ウ メンタル相談については、産業医のほか、メンタルへ/レスに対応可能な医

師及び保健師が実施することもできるものであること。

エ 面接指導については、産業医のほか、メンタノレヘルスに対応可能な医師が



実施することができるものであること。

(2) コーディネート業務

以下により圏域ごとに当該圏域を担当するコーディネーター(以下、 「コー

ディネーター」という。)及び統括コーディネーターを選任するものとする。

ア コーディネーター

(ア) コーディネーターは、地域の産業保健事情に詳しく、かっ、各圏域に

おいて本事業が円滑に運営されるように、都道府県労働局(以下、 「労

働局Jとしづ。)、労働基準監督署(以下、 「監督署Jという。)、各

種事業者団体及び労働衛生機関等との連絡調整ができる者が望ましい。

なお、コーディネーターは必ずしも当該圏域に事務所を必要とするも

のではなく、複数の圏域を兼務することも可能であること。

(イ)コーディネーターは以下の業務を行う。

① 各圏域において本事業を実施するに当たって、産業医等、事業者、労

働者そIの他の関係者との連絡調整等

② 協議会の準備等

③ 本事業の周知及び利用促進に向けた関係団体・事業場への訪問等

④ その他、本事業の実務的な事項

イ 統括コーディネーター

(ア) 本事業の取りまとめを行う統括コーディネーターを 1名選任するこ

と。統括コーディネーターは、都道府県内の産業保健事情に詳しく、か

つ本事業が円滑に運営されるように、労働局、監督署、各種事業者団体

!及び労働衛生機関等との連絡調整ができる者が望ましい。なお、統括コ

ーディネーターはコーディネーターと併任できるものとする。

(イ)統括コーディネーターの業務

① 都道府県内の本事業の取りまとめ

② 協議会の企画・運営等

③ その他の事項

1 特定健康相談及び面接指導の好事例についての普及等

E 各圏域における実績の取りまとめ等

日 本事業に関する普及啓発



ウ コーディネーター及び統括コーディネーターの活動日数

コーディネーター及び統括コーディネーターの活動日数は、地域の事情に

応じ、事業計画に基づき、利用者の利便性を損なわないよう、必要な活動日

数等を確保するものとする。

4 事業の具体的運営

(1)特定健康相談及び面接指導

ア対象者

特定健康相談及び面接指導の対象者は、小規模事業場の事業者及び労働者

とする。

なお、小規模事業場以外の事業場(労働者50人以上)の関係者から相談が

寄せられた場合には、その事業場で選任されている産業医に相談するよう促

すこと。

また、いわゆる「大企業」の支府、営業所等であって、常時 50人未満の労

働者を使用する小規模事業場から特定健康相談及び面接指導の実施の依頼が

あった場合には、当該事業場に本事業の趣旨について理解を得た上で、本社

や一定の資本関係にある事業者が選任する産業医の協力を要青青するよう助言

したり、特定健康相談の実施可能な医療機関を紹介する等、企業規模で常時

50人未満の労働者を使用する事業場に対しての特定健康相談及び面接指導

を優先的に実施するよう配慮すること。

イ 実施場所

特定健康相談及び面接指導は、利用者の利便性を考慮し、事業場周辺の医

療機関において実施することを原則とする。ただし、利便性及び効率性が確

保できる場合は、地域の事情に応じて、医療機関以外の業務が適切に実施で

きる施設において実施することとして差し支えない。

なお、特定健康相談及び面接指導の実施場所に関しては、相談者のプライ

パシーが保持されるような実施体制を確保すること。メンタノレヘルスに関す

る特定健康棺談では、特に配慮すること。

また、利用者の利便性の確保及び効果的な実施のため、事業場と調整の上、

産業医等が事業場を訪問して実施することもできるものとする。



ウ実施回数等

都道府県労働局が仕様書に提示した特定健康相談及び面接指導の実施回数

等は最低限の実施回数等であることから、担当区域及び各圏域の産業事情、

産業保健活動の実情、医療機関の整備状況等を勘案し、実施場所、時期、回

数頻度等について、地域の実情に応じた効果的な計画を予算の範囲内で樹立

し、当該計画に基づき実施するものとする。

また、特定健康相談及び面接指導は、昼間に実施することを原則とするが、

労働者の利便性を考慮し、必要に応じ、夜間又は休日に実施することもでき

るものとする。

なお、実施に当たっては、利用者から事前に利用目的と利用を希望する日

時等を聴取することを原則とし、利用者が本事業の対象者でないと判明した

場合には、適切な代替手段について情報提供を行うこと。また、利用見込み

状況に応じて、実施回数を増減するなど、効率的に運営するものとする。た

だし、労働者が事前の申出なしに相談場所を訪れ健康に関する相談差申し出

た場合には、特定健康相談及び面接指導以外の健康に関する相談内容であっ

ても、可能な限り応じるなど、適切な対応に努めること。なお、事前の申出

を前提とせずに、特定健康相談(メンタル相談を除く)及び面接指導を行っ

た場合には、後記5 (3)に規定する周知啓発を目的とした個別相談業務と

見なすこととする。

エ具体的な運用

特定健康相談及び面接指導の具体的な運用については、それぞれ、別添1

「特定健康相談の運用」及び別添2r面接指導の運用」によること。

オ利用料について

原則、事業者及び労働者からは利用料を徴収しないこと。ただし、保健指

導及び面接指導について事業者の申出により、同ーの労働者が別添1に規定

する限度を超えて複数回利用する場合、又はメンタノレ相談について、産業医

等に医療機関での受診を勧奨された労働者が再度利用する場合には、後記6

( 5 )に定める額の利用料を事業者から徴収すること。

なお、利用料の徴収にあたっては、指定した口座への振込による方法のみ

とし、入金確認後に特定健康相談又は面接指導を行うこととするなど、金銭

t 



事故防止に努めること。

(2 )協議会

本事業を円滑に推進するため、以下により協議会を設置し運営するものとす

る。

ア会長

会長は、原則として、受託者において選任する者とすること。ただし、

受託者が推薦する者であっても差し支えない。

イ構成員

協議会の区分(都道府県単位又は圏域単位)に応じ、 (統括)コーディ

ネータ一、労働局、監督署、事業者団体等関係者により構成するものとし、

地域の実情に応じ、都道府県産業保健推進センター(以下、 「推進センタ

-J という。)等ら関係機関を含めること。

ウ 協議内容及び実施呂数等

本事業を担当している産業医等から意見要望等を聴取する等により、円

滑な運営のための課題に対処する方策等について検討すること。

なお、開催回数は、年 1~2 回を原則とし、類似の協議会等が存在する

場合には、それらとの同時開催等、効率的な運用を図ることは差し支えな

し、。

5 その他地域産業保健事業運営上の留意事項等

(1)事業内容について

独立行政法人労働者健康福祉機構に対する行政刷新会議の事業仕分けにお

ける指摘等を踏まえ、本事業の内容については、重複していたとされる情報提

供等の事業については廃止する一方で、健康診断実施後の意見聴取への対応の

ほか、メンタノレ不調者及び過労死予備群への対応を強化することとしたもの。

ア 従来実施していた「働き盛り層メンタルヘルスケア支援事業」で実施し

ていた支援セミナーについては、木事業においては実施しないこととして

いるため、事業者等から問い合わせがあった場合には、問い合わせ内容に

応じて、推進センターやメンタルヘルス対策支援センターを案内するな

ど、適切に対応すること。



(2)関係機関との連携

推進センタ一等の協力のもと、事業者団体や労働団体に依頼する等により、

小規模事業場における産業保健に対するニーズの把握に努め、本事業の活動内

容に反映させること。

( 3 )個別相談

本事業の周知啓発の機会等を活用し、多数の者が集まる場において、あらか

じめ個別の申出をしない方法による個別相談等を実施することは差し支えな

い。この場合、通常、相談内容が多岐にわたり、必ずしも労働者の健康管理に

係る専門的な知見を必要としないことが想定されるため、本事業における特定

健康相談及び面接指導に位置づけないものとする。ただし、相談内容が特定健

康相談及び面接指導に該当するものについては、別途、本事業の特定健康相談

及び面接指導の利用を案内し、その利用につなげること。

(4 )周知啓発

本省から別途配付する予定のリーフレットを活用するほか、推進センターの

ホームページへ事業内容の掲載を依頼する等により、本事業の普及啓発の一層

の推進を図ること。

(5 )守秘義務

産業医、コーディネーター及び統括コーディネータ一等は、本事業に従事す

ることにより知り得た秘密を厳守すること。また、健康情報の取り扱いには十

分配慮すること。

6 本事業の経理事務処理

(1)諸謝金

本事業の従事者に対する謝金等は受託者の規程によること。

ただし、受託者が規程を定めていない場合においては、以下を目安として実

施するよう指導することも差し支えない。なお、事前の申出により従事者を確

保していたにも関わらず、事業者又は労働者の都合で業務が行われなかった場

合には、受託者の規程に基づき謝金を支払っても差し支えないこと。

ア 産業医等に対する特定健康相談及び面接指導等の謝金

時間単価の上限額は、 11，500円とする。



イ 協議会の出席謝金

時間単価を適用する時間は2時間未満とし、 2時間を超える場合は日額

を適用する。また、時閥単価を適用する場合の支払単価は1時間とし、端

数については 30分未満は切り捨て、 30分以上は切り上げとする。

ただし、全体で30分未満の場合は1時間とみなすこと。

なお、単価は以下のとおりとする。

会長 1日 10，600円、 1時間 5， 300河

委員 1日 8， 100円、 1時間 4， 000円

ウ コーディネ}ター及び統括コーデ、ィネーター

1日当たり単価の上限額は以下を目安とする。

コーディネーター

統括コーディネ}タ}

(2 )旅費

8， 000円

9， 000円

本事業に実施に当たっての交通手段は、原則として公共交通機関を利用する

こと。

また、旅費については、原則として、受託者の旅費に関する規程(以下、 「旅

費規程」とし、う。)を確認し、妥当と認められる場合においては、当該旅費規程

に基づく支出を行うこととする。

なお、受託者に旅費規程が存在しない場合、又は当該旅費規定が妥当と認め

られない場合は、実費による支出とするか、又は受託者との間で旅費に関する

取決め等を行い、それに基づく支出を行うこととする。

( 3 )庁費

ア 備品費(事務用及び事業用の機械器具類その他設備品等で比較的長期の使

用に耐えるもの(原則、価格が2万円以上のもの))

委託事業を遂行する上で、真に必要なものについてのみ購入を認める。

なお、事業終了後に次年度受託者または国に引き継ぐことから適正に管理

すること。

イ 消耗品費

短期間又は一度の使用で消費されるもの(消耗品)で、当該事業年度に費消

~されることを原則とすることから、年度末のまとめ賢いは避け、計画的に購



入すること。

なお、金券である切手については、購入日、使用目、枚数、目的、使用者

等を管理する帳簿を整備すること。

ウ 派遣職員等給与

コーディネーター及び統括コーディネーターの業務を補佐するため派遣職

員等を活用することは差し支えない。

エ 事務補助員(アルバイト等)賃金

委託事業に係る資料整理、ワープロ作業等に服する事務補助者(アルバイト

等)を直接雇用し支払う賃金はもとより、受託者における自前事業等他の事業

に従事している者が、当該業務を行った際の報酬等についても支払うことは

差し支えない。ただし、その支出に当たっては従事時間や用務などを明らか

にするとともに、支出根拠を明確にしておくこと。

オ会議費

原則、協議会の際に要する茶菓代のみであり、弁当代等の支出は認めない。

なお、前記3の業務従事者のみが出席する打合せ会議等は茶菓代を支出で

きない。また、酒類の支出はいかなる理由であろうとも認められない。

カ借料

事務所使用料、コピー、ワープロ、 FAX等の事務機器(パソコンの場合は

ソフトウエアも含む。)のリース料、電話代等について支出で、きる。

なお、本事業のみで単独に算出することが困難な場合には、事業規模又は

事業の人頭害IJりによる按分等により、適切な算出基準により支出することと

なるため、受託者と事業開始前に協議を行っておくこと。

(4 )その他の費用

前記(1)、 ( 2)及び(3 )のいずれの区分にも属さないが、委託事業の

遂行に関連し、目的内支出と考えられる経費(例:医師等の業務従事者の傷害

保険料)については、支出根拠等を明確にするとともに、領収書等による支出

確認ができることを前提に、予定経費の中で支出することは差し支えない。

なお、支出が可能であるか否かの判断が困難である場合は、事前に本省へ協

議すること。

( 5 )事業者からの徴収額



前記4 (1)オに基づき事業者から徴収する額は、当該事業者に係る特定健

守康相談又は面接指導に要する時間に応じた業務従事者に支払う謝金の額の 2分

のlに相当する額を標準とする。

なお、事業者から徴収した利用料は、委託費として交付した事業費と合わせ

て本事業の実施に使用するものとする。

(6 )支払い及び徴収

本事業に要する諸費用の支払い及び事業場からの利用料の徴収に当たって

は、本事業の委託契約書その他の規程に従って適正に行うこと。

7 事業実績報告等

受託者は、以下の報告期限までに、別添3 r地域産業保健事業実績報告書J

を労働局へExcelファイルで報告すること。労働局はそのファイルを当課まで

送付すること。

報告期限

全期分(年間)

受託者から労働局へ

4月10日

労働局から本省へ

4月末



特定健康相談の運用

1 特定健康相談の範囲及び位置づけ

本事業で実施する特定健康相談は以下のものとする o

(1)健康診断結果に基づく医師の意見聴取への対応

別添1

労働安全衛生法(以下、 「安衛法」とし、う。)第 66条の4に基づき、健康診

断の結果(異常の所見を有すると判定された労働者(以下、 「有所見者Jとい

う。)に係るものに限る。)、健康を保持するために必要な措置について、事

業者からの意見聴取に対し、安衛法第 13条第2項の要件を備えた医師(以下、

「産業医」とし、う。)が意見陳述を実施する。

(2 )脳・心臓疾患のリスクが高い労働者に対する保健指導

労働安全衛生規則第44条又は 45条に規定する定期健康診断結果について、

脳・心臓疾患関係の主な検査項目の有所見者に対し、産業医または労働衛生に

関するば見を有する保健師による保健指導を実施する。

( 3 )メンタルヘルス不調の労働者に対する相談・指導

不眠等、メンタルヘルス不調を自覚する労働者に対し、産業医又はメンタル

ヘルスに対応可能な医師若しくは保健師が相談・指導を実施する。

なお、 1 (1) ~ (3)に該当しない利用希望者には、必要に応じ、産業保健

推進センター、医療機関、 THPサービス機関等の利用を勧奨すること。

2 特定健康相談の主な流れ

特定健康相談を実施するに当たっての主な流れは、次のとおりとするが、実施

機関が当該実施方法について創意工夫することは差し支えないこと。

(1)特定健康相談を希望する事業者及び労働者は、別紙様式例 1-1-r特定健康相

談・面接指導利用申込書」を活用の上、事前に希望する特定健康相談の内容、

実施時期、人数等とともに申し込むこと。

なお、業務の効率性の観点から、必要に応じ電話、ファクシミリ、電子メー

ル等による申込にも対応するよう努めること。

コーディネーターは、特定健康相談の内容に応じ、産業医等と連絡の上、



具体的な実施時期等を決定すること。

(2 )事業者が下記を希望した場合には、口座振込により事前に利用料を徴収し、

利用料を受領した段階で具体的な実施時期等を決定すること。

① 事業実施年度において、既に脳・心臓疾患のリスクが高い労働者に対する

保健指導を受けている労働者に対する保健指導

② 事業実施年度において、既にメンタルヘノレス不調の労働者に対する相談・

指導を受けている労働者であって、医者等が受診勧奨を行った労働者に対す

る相談・指導

(3 )特定健康相談を実施した場合には、別紙様式例 1-2I特定健康相談記録票」

に記録すること o また、別紙様式例 1-3I特定健康相談実施台帳」により、そ

の台帳を作成すること。

(4)特定健康相談を実施した産業医等は実施状況をコーディネーターに適切に報

告すること。また、コーディネーターは、必要に応じて、特定健康相談に立ち

会い必要な調整を行うなど、その円滑な実施に努めること o

(5 )実施機関は、 (3 )により作成した記録票及び台帳については、 5年間保存

するものとすること。なお、各書面の保存、破棄等に当たっては、健康情報の

保護に十分留意すること。

3 特定健康相談の実施方法

(1) 健康診断結果に基づく医師の意見聴取への対応

① 医師が意見を述べた有所見者については、関係規則に規定する健康診断個

人票等所定の様式に、実施した医師は署名、捺印を行うこと。

② 脳・心臓疾患関連項目に限らず、全ての有所見者について対応するものと

すること。

③ 必要に応じ、職場巡視や労働者との面接の機会等を事業者に求めることに

より、当該労働者の実情に配慮した意見聴取を実施すること。

(2 )脳・心臓疾患のリスクが高い労働者に対する保健指導

① 事業者の指示により利用する労働者だけではなく、健康診断結果のうち、

脳・心臓疾患関連項目に異常の所見があると医師が診断した労働者であって、



自ら健診結果について保健指導を行うことを希望する労働者についても保健

指導を行うこと。

② 保健指導により、有所見者が、食生活の改善等に取り組むこと、医療機関

で治療を受けることなどにより、有所見の改善に資するものであることから、

再検査若しくは精密検査又は治療の勧奨にとどまらず、有所見の改善に向け

て、食生活等の指導、健康管理に関する情報提供を十分に行うこと。

③ 再検査若しくは精密検査文は治療の勧奨が必要な労働者のうち、労働者が

希望する場合には、産業医等の所属する医療機関に受診を促すことは差し支

えないこと。

( 3 )メンタルヘノレス不調の労働者に対する相談・指導

① メンタル不調を自覚し、自ら相談を希望する労働者だけではなく、定期健

康診断の際等にストレスに関連する症状・不調等を把握された労働者等、事

業者から利用を促された労働者からの相談・指導を行うこと。

② メンタルヘルス不調の診断を行うものではなく、 「長時間労働者への面接

指導チェックリスト」等を参考に、ストレスに関連する心身の症状、不調の

有無の確認を行い、日常生活上の指導や、身体症状の診断に必要な検査等の

説明を行うこと。

③ 医療機関での精密検査又は治療が必要と判断された場合には、受診勧奨を

行い、特定健康相談記録票に受診勧奨を行った旨の記録をする。この際、労

働者が希望す石場合には、産業医等の所属する医療機関に受診を促すことは

差し支えない。

④ なお、メンタルヘノレス不調を自覚する労働者に幅広く対応する観点から、

事業者による事前の申出がない場合であっても、相談・指導を行う等利便性

の確保を図ること。

(注 別紙様式例)-)~ )-3は一例であり、別様式を使用することは差し支えない。)

， 



別紙様式例 1-1

地域産業保健事業

特定健康相談・面接指導利用申込書

事 事業場名

業

場 所在地 T 

労働者数 男・ 人 女: 人 言十 人

事業内容

代表者 職名:

氏名:

車哉名 : 

担当者 氏名:

電話: FAX: 

1 健康診断結果に基づく医師の意見聴取 (対象者 名)

相談内容 2 脳心臓疾患のリスクが高い労働者に対する保健指導

(希望するものに0) (対象者 名)

3 メンタルヘルス不調の労働者に対する相談・指導

(対象者 名)

4 長時間労働者に対する面接指導 (対象者 名)

事業場訪問 1 希望する 2 希望しない

その他連絡事項等

注ー労働者本人からの申し込みの場合は、担当者欄にご本人の氏名をご記入のうえ、氏名の後

ろに「本人」と注記してください。



別紙様式例 1-2

特定健康相談記録票

実施日時 平成 年 月 日( H寺 分~ 日寺 分

実施場所

相談対応者 担当産業医等氏名|

事業場名

事 所在地

業 担当者 職氏名

場 電話 FAX 

業種

従業員数 (男 v 人) (女 人) (計会 人)

1 事業者・担当者等 2 本人(労働者 3 その他ーーーー・・ーーーー ・・ーー・‘b・4回・ 4酔ー..ー・_..骨骨・・4匹圃』・ーーーー圃凶・，ーーー・ーー

相談者 職名・職務内容

氏名

(本人の場合年齢 歳 性別: 男 女)

(該当事項に0)
1 健康診断結果に基づく医師の意見聴取(対象者 名)

2 脳心臓疾患のリスクが高い労働者に対する保健指導

3 メンタノレヘルス不調の労働者に対する相談・指導

ーーーーーーーーー・ー・ーーーーーーー-ー守...ーー・---_.・・ a・・・・ーー・ a・・・・圃』ーーー

相談・指導内容

相談内容

(3 メンタノレヘノレス不調の労働者に対する相談・指導の場合)

受診勧奨有・無

備考



別紙様式例 1~3

特定健康相談実施台帳

番号 受付・実施日 相談者 事業場 相談事項 担当産業医等 備考

受付 氏名 名称: 1 健康診断結果意見聴取

年 月 日 1 事業者・担当者等 所在地' 2 脳心臓疾愚保健指導

実施 2 本人 連絡担当者. 3 メンタぷ不調相談・抱導

年 月 日 3 その他 電話 FAX 

受付 氏名 名称・ 1 健康診断結果意見聴取

年 月 日 1 事業者・担当者等 所在地・ 2 脳心臓疾患保健指導

実施 2 本人 連絡担当者. 3 メンタノレ不調相談・指導

年 月 日 3 その他 電話 FAX 

受付 氏名 名称 1 健康診断結果意見聴取

年 月 日 1 事業者・担当者等 所在地. 2 脳心臓疾窟、保健指導

実施 2 本人 連絡担当者 3 メンタノレ不調相談・指導

年 月 日 3 その他 電話 FAX 

受付 氏名 名称. 1 健康診断結果意見聴取

年 月 日 1 事業者・担当者等 所在地 2 脳心臓疾患保健指導

実施 2 本人 連絡担当者. 3 メンタノレ不調相談・指導

年 月 日 3 その他 電話 FAX 

受付 氏名 名称， l 健康診断結果意見聴取

年 月 日 1 事業者・担当者等 所在地: 2 脳心臓疾息保健指導

実施 2 本人 連絡担当者 3 メンタノレ不調相談・指導

年 月 日 3 その他 電話 FAX 



別添2

面接指導の運用

1 面接指導の範囲及び位置づけ

本事業で実施する面接指導は以下のものとする。事業者の指示等により、面接指導

の対象者が面接指導を受ける場合には、事業者がそれぞれの条文に基づき実施する医

師による面接指導に該当するものであること。

(1)労働安全衛生法(以下、 「安衛法Jという。)第 66条の 8第 1項に基づき、労

働安全衛生規則(以下、 「安衛郎」という。)第52条の 2に規定する要件の労働者

(時間外・休日労働時聞が 1月当たり 100時間を超え、かっ、疲労の蓄積が認めら

れる者)を対象として実施する医師による商接指導、及び、安衛法第66条の8第4

項に規定する面接指導の結果に基づく事後措置に係る事業者からの意見穂敢に対

し、産業医又はメンタルヘルスに対応可能な医師が意見様述を実施する。

(2 )安衛法第66条の 9に基づき安衛則第 52条の8に規定する要件の労働者(時間外

-休日労働時聞が会社又は事業場の基準を超え、かっ、疲労の蓄積が認められる者

等)を対象として実施する医部による面接指導を実施する。

2 面接指導の主な流れ

面接指導を実施するに当たっての主な流れは、次のとおりとするが、実施機関が当

該実施方法について創意工夫することは差し支えないこと。

(1)面接指導を希望する事業者及び労働者は、 31J添1r特定健康相談の運用jの別紙

様式例 1-1r特定健康相談・面接指導利用申込書Jの活用の上、事前に希望する実

施時期、人数等を明記の上で利用を申し込むこと。

なお、業務の効率性の観点から、必要に応じ電話、ファクシミリ、電子メール等

による申込にも対応するよう努めること。

( 2)事業実施年度において、既に医師による面接指導が行われた労働者に対し、当

該年度において再度面接指導を希望した場合には、口座振り込み等により事前に利



用料を徴収し、利用料を受領した段階で具体的な実施時期等を決定すること。

(3 )事業者は、面接指導に当たり、別紙様式例2-1の「医師による面接指導申出書j

(以下、 「申出書」としづ。)の写し及び)31)紙様式例 2-2I長時間労働者への面接

指導勤務状況情報書J(安衛則第四条の4第 1号の当該労働者の勤務の状況を記し

た書面に該当)を、事前に又は当該労働者を通じて提出すること。

(4 )面接指導を実施した場合には、別紙様式例2-3I面接指導結果報告書及び事後措

置に係る意見書例」に沿った書面を事業者に交付すること O また、別紙様式例 2-4

の「面接指導実施台帳」により、その台帳を作成すること。

(5 )面接指導を実施した産業医等は実施状況をコーディネーターに適切に報告するこ

と。また、コーディネーターは、必要に応じて、面接指導に立ち会い、必要な調整

を行うなど、その円滑な実施に努めること。

(6 )実施機関は、 (4 )により事業者に交付した「箇接指導結果報告書及び事後措

置に係る意見書」に沿った書面の写し及び「面接指導実施台帳Jに沿った台帳並び

に「長時間労働者への面接指導チェックリスト(地域産業保健センター用)J等に

ついては、 5年間保存するものとすること。なお、各書面の保存、破棄等に当たっ

ては、健康情報の保護に十分留意すること。

3 面接指導の実施方法

(1)面接指導は、 「長時間労働者への面接指導チェックリスト(地域産業保健センタ

ー用)J (平成20年3月 地域産業保健センターにおける長時間労働者に対する面

接指導チェックリスト(医師用)等検討委員会 厚生労働省からの委託により産業

医学振興財団において作成し公表済み)を活用して実施することが望ましいこと。

(2 )医師が面接指導を行った労働者又は意見を述べた労働者については、別紙様式

例 2-3I面接指導結果報告書及ひ会事後措置に係る意見書」に沿った書面に、実施し

た医師は署名、捺印を行うこと。



4 その他留意事項

小規模事業場の労働者が、申出書及び事業場等からの情報を提出することなく、面

接指導の実施を求めてきた場合であって、労働安全衛生規則第 52条の 4第 1号の当

該労働者の勤務の状況が十分に把握できない場合には、当該労働者に対し、情報が十

分得られないため面接指導を実施できない旨説明した上で、当該労働者の事情等を勘

案して、通達本文記の保健指導又はメンタル相談として対応するか又は必要書類の提

出等を求める等の対応を取ること。なお、事業場等からの情報が不十分と判断した場

合には、同様の措置を講じること。

注・別紙様式例2.-1~ 2-5は一例であり、別様式を使用することは差し支えない。

別紙様式例 2-1



別紙様式伊tl2-1  

医師による街接指導申出書

平成年月日

事業者 殿

所属

氏名

私は労働安全衛生法に定める医師による面接指導の対象となる者として、下記のとお

り面接指導を受けることを希望します。

言己

1 面接指導の区分(し、ずれかにチェック)

口 1月あたり 100時間を超える時間外・休日労働

(労働安全衛生法第66条の 8第 1項、労働安全衛生規則第52条の 2第 1項)

口:上記以外の長時間労働等

(労働安全衛生法第66条の 9、労働安全衛生規則第四条の 8第2項)

2 面接指導を受ける医師(いずれかにチェック)

己・地域産業保健センターの医師

口:自分が希望する医師

3 面接指導を受けるに当たり配慮を求める事項



別紙様式例2-2

面接指導対象者

氏名

事業場名

所在地

所属

長時間労働者への面接指導

勤務状況情報書

l1li:m I 

日 時間外・休日労働月 100時間超の申し出者

口 会社又は事業場の基準該当者

区分 口 時間外・休日労働月 100時間超の者

日 時間外・休日労働月即時間超の者

日 時間外・休日労働月45時間超の者

口:その他の者

過去の面接指導 口なし ロ あり(直近の年月

前 1ヶ月間について

期間 平成 年 月 日 ~ 

総労働時間(実績)

時間外・休日労働時間

通勤時間(片道)

業務内容

時間

本情報書作成者

氏名

事業場名

連絡先

分

性別 男・女

年齢

歳

電話

年 月)

年 月 日

時間/月

時間/月



別紙様式例2-3

面接指導結果報告書及び事後措置に係る意見書

本報告書および意見書は、労働安全衛生規則第 52条の日の規定(事業者は面接指導の結果の記録を作成し、これ

を5年間保存すること。当該記録は労働者の疲労の蓄積の状況、心身の状況、事後措置に係る医師の意見等を記入し

たもの)に基づく扇接指導の結果の記録に該当するものです。

面接指導結果報告書

事業場名 電話

対象者 氏名 所属

部 課

性別・年齢 男・女 歳

疲労の蓄積の状況 0 なし 1 軽 2 中 3 重 特記

配慮すべき心身の状況| 。:なし 1 あり 事項

申j 診断区分 。 異常なし 1 要観察 2 要医療 事後措置と 。:不要 | 1 要
定 就業区分 。 通常勤務 1 就業制限 2 要休業 して指導勧 口必要事項

区 指導区分 。 指導不要 1 要保健指導 2 要医療指導 告の必要性 口 下記意見書に記入

分

医師の所属先

品
年 月 日

⑮ 

事後措置に係る意見書

就 労働時間 日 特に指示なし 3・就業の禁止(休暇・休養の指示)

業 の短縮 1 時間外労働の制限 時間/月まで 4 その他

上 2:就業時聞を制限 時 分~ 時 分

の 主要項 a 就業場所の変吏 b:作業の転換 C 深夜業の回数の減少

措 労働時間 日 d 昼間勤務への転換 e その他

置 以外の項目

(具体的に記述) 1) 

2) 

3) 

措置期間 日・適・月 (次回面接予定日 年 月 日)

医療機関への

受診配慮等

連絡事項等

医師の所属先 匡全 年 月 日
⑮ 

事業所長 人事 部長 課長



jJlJ紙機式例 2-4

面接指導実施台綬

番号 受付・実施日 指導対象者 事業主語 面接指導の区分及び判定 担当産業医

受付 氏名 名称 関接指導の区分 法66条の8 法66条の9

年月 日 所在地. ア診断区分口異常なし ロ要観察 ロ嬰医療

実施 年齢 歳 連絡担当者 イ就業区分口通常勤務ロ就業制限 ロ要休業

年月 日 f生jJlj: 男 女 電話 FAX ウ指導区分口指導不要 口要保健指導 口要医療指導

受付 氏名 名称. 面接指導の区分・ 法66条の8 法66条の9

年月 日 所在地 ア診断区分口異常なし 口要観察 口要医療

実施 年齢 歳 連絡担当者‘ イ就業区分口通常勤務ロ就業制限 ロ要休業

年月 日 性別 男 女 電話 FAX ウ指導区分口指導不要 口要保健指導口婆医療指導

受付 氏名 名称 街接指導の区分: 法66条の8 法66条の9

年月 臼 所在地: ア診断区分口異常なし 口主主観察 ロ要医療

実施 年齢 歳 連絡担当者・ イ就業医分口通常勤務 口就業制限 ロ要休業

年月 日 性jJlJ: 男 女 電話 FAX ウ指導区分口指導不要口要保健指導口要医療指導

受付 氏名 名称 面接指導の区分 法66条のB 法66条の9

年月 日 所在地: ア診断区分口異常なし 口要観察 臼要医療

実施 年齢 歳 連絡担当者. イ就業区分口通常勤務 口就業制限 ロ要休業

年月 日 性別・ 男 女 電話 FAX ウ指導区分口指導不要口要保健指導ロ要医療指導

受付 氏名 名称 面接指導の区分 法66条の8 法66条の9

年月 臼 所在地 ア診断区分口異常なし 口要観察 口要医療

実施 年齢、: 歳 連絡担当者. イ就業区分口通常勤務 口就業制限 己要休業

年月 日 生生別: 男 女 電話 FAX ウ指導区分口指導不要 己要保健指導 口要医療指導



平成 主 月 日

地域産業保健事業実績報告書

期間:平成

I 基本的事項
1 実施機関(委託先)名
2 労働局名
3 圏域の数
4 従事者
産業医の人数
保健師の人数
コ デfィネ タ の人数(統括を含む)

E 事業実績
1 特定健康相談
場所別開催回数
|医療機関

|その他施設

相談実施件数
a:健診結果に基づく医師の意見
相談事業場数(延べ)
意見対象労働者数(延べ)

②脳心臓疾患有リスク者保健指導(延べ)
IDメンタノレ不調者相談・指導(延べ)

2 面接指導
場所別開催回数
|医療機関
|事業場訪問
|その他施設

3 地域産業保健事業運首協議会
開催回数
|都道府県単位の協議会
|圏域単位の協議会

E コーディネーター
|活動回数(延べ)

W その他

年月日

~平成年 丹 日

計画

人
人

人

|回
|回
|因
。|回

l回
|回
|因
。|回

(※統括兼務のコーディネーターは2名と計上)

実績 (※ 2回以上実絡した事業場lまそ

事祭場れぞれ計上)

人 {※同一時創刊回以上対象と

人 なった場合はそれぞれ肘

人 ( 同上

人 間同労働者に2回以上実絡した齢はそれぞ附上)

人 ( 向上

(桜各コーディネーター{統括を含む}の活動回数
の合計}

上記以外の業務を行った場合は以下に内容及び回数等を記載ください。
事業内容 回数等

. 




